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概要

ハイパー核とはハイペロンを含んだ原子核である。バリオン間相互作用の研究に重要な役割
を果たす。
我々はアメリカジェファーソン研究所 (JLab) において、ハイパー核欠損質量分光実験を
行ってきた。現在、新たに、幅広い質量領域の標的を用いた実験を準備中である。
本論文では、高分解能かつ高収量で安全に実験が行えるように標的システムの設計を行っ
た。モデリングを行いコンピュータシミュレーションを行った結果、我々の実験の目標を達成
することができるような性能を持つことを確認した。
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第 1章 序論

1.1 ストレンジネス核物理
　自然界は階層構造を持っている。最小の構成要素がレプトン・クォークといった素粒子であ
り、クォークが結合してハドロンを作る。ハドロンとはメソンやバリオンのような複数個の
クォークが結合した粒子のことである。バリオンの一種、陽子と中性子が束縛した系が原子核
である。原子核と電子が束縛して原子になり、原子の多体束縛系が分子である。原子・分子が
アボガドロ数個程度集まって身の回りの様々な物質を形成している。各階層ごとに、何を基本
的構成要素として記述すると便利かということが異なっている。その基本的構成要素の多体系
として、各階層に様々な多様な現象が存在する。一般に多体系を理論で厳密に解くことは不可
能なため、理論・実験が協力し様々な手法から得た情報を相補的に活用することが必要である。
　ハドロンを構成要素とした有限量子多体系で、ストレンジクォークを一つ以上含んだもの

がストレンジネス核物理の研究対象である。これは陽子・中性子を構成要素としている原子核
物理の自然な拡張であるが、陽子・中性子に対してその他のバリオンは寿命が短いということ
が大きな違いとなっている。陽子、中性子、ストレンジクォークを含んだバリオン（ハイペロ
ン）からなる有限量子多体系のことをハイパー核と呼ぶ。例えば陽子 81 個、中性子 126 個、
ラムダ粒子 1個からなる 208

Λ Tlである。Λハイパー核は A
ΛZ と表す。Aはハドロンの数、Zは

電荷に対応した元素記号である。Λを二つ含むダブル Λハイパー核は A
ΛΛZ、Σを一つ含む Σ

ハイパー核は A
ΣZ と表記する。

ハドロン多体系の研究には大きく分けて二つの目標がある。一つは構成要素間の相互作用の
研究であり、もう一つは多体系の構造である。
ハドロン間の相互作用を第一原理から理論的に明らかにするのは、強い相互作用が摂動計算

できないため一般に非常に難しいことである。計算機の能力が向上し、Lattice QCD という
手法を用いて近年では数値的にハドロン間相互作用を得られるようになったが、その精度や得
られる情報に限りがあるため、Lattice QCD 計算と実験データは互いに相補的に研究を進め
ていく必要がある。実験的には、散乱実験が最も直接的に相互作用の情報を与える。核子は寿
命が長いため、比較的実験データが豊富である。陽子標的、陽子ビーム、中性子ビームが存在
するため pp散乱、pn散乱のデータは多く存在する。ただし中性子標的がないため nn散乱を
直接行うことは難しい。一方、ハイペロンの場合は寿命が短いためビームとしても標的として
も用いることができないため、実験データに乏しい。ただし、最近 J-PARCで高統計で信頼
できるデータが得られるようになってきている。バリオンは複合粒子であるために、三体相互
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作用が存在する。三体相互作用を研究するには、前提として二体相互作用を理解している必要
がある。核子間相互作用については、高精度の二体力が確立し、また計算機の性能の向上によ
りモデル計算ではなく直接相互作用を用いた原子核の計算が行えるようになったことにより、
三体力の効果が定量的に評価できるようになった。ハイペロンを含んだ三体力については実験
的にはまだ未知である。

1.2 シングル Λハイパー核生成反応と欠損質量分光
我々は (e, e′K+)反応によりシングル Λハイパー核を生成し、欠損質量分光法により、目的の
物理量であるハイパー核の質量を測定する。この節では、ハイパー核生成に用いられる三つの
主要な反応を紹介し、(e, e′K+)反応のメリットを説明する。また、欠損質量分光の概要を説
明する。
ハイパー核分光実験は、現在までに主に図 1.1で示されている三つの反応が用いられている

[1, 2]。それぞれ異なる特徴を持ち、得られるデータの特徴が異なるため、相補的な役割を持っ
ている。どういう反応を用いるかについては、ハイパー核生成の断面積だけでなく、加速器施
設から供給されるビームを用いて実験するため、どういう粒子ビームが利用できるかにもよっ
ている。分光実験では、測定するハイパー核質量の精度も重要であるが、同時に、収量も重要
である。反応自体の断面積が小さくても、ビームの強度が大きければ、十分な収量を得られる
実験になる。物理的な議論をするために求められる測定の精度・収量については、3.1節と 3.2

節で詳しく述べる。

図 1.1: Λを生成する主な反応 [3]

まず最も古くから用いられているのは n(K−, π−)Λ反応である。Λを生成するには sクォー
クが必要になる。K− は sクォークを持っている粒子で最も軽いため最も簡単に生成でき、か
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つ電荷をもっているので扱いやすい。K− をビームにして外から sクォークを持ってくるこの
反応は Λの生成断面積が大きいので、早くから用いられた。
次に古いのは n(π+,K+)Λ 反応である。強い相互作用で ss̄ を対生成させるため、ハドロ

ンの中で最も軽いパイ中間子をビームにする。核内に sが残り s̄が出ていくようにするため、
K+ が出ていく粒子である。n(K−, π−)Λ反応よりも二から三桁ほど断面積が小さいが、高強
度のパイ中間子ビームを利用することで、十分な収量を得ることができる。また、n(K−, π−)Λ

反応に比べて運動量移行が大きく、角運動量移行が大きい。原子核が大きくなればなるほど角
運動量が大きい状態の核子が多く、その核子がそのまま Λになり高い励起状態のハイパー核
が生成される断面積が大きい。角運動量移行が大きいと、Λが基底状態に近い深い束縛状態も
観測することができる。
もっとも新しいのが p(e, e′K+)Λ 反応である。これは電磁相互作用により s クォークの対

生成を行う反応であるが、n(π+,K+)Λ反応より更に二桁ほど反応断面積が小さい。この反応
を用いて実験的に十分な収量を得るにはビームは高強度でなければならない。ただ、強度が時
間的に一定ではなくバンチと呼ばれる粒子のまとまりの一単位が離散的に来るパルスビームだ
と、検出器に入ってくる単位時間当たりの粒子数が大きくなり、検出器が動作できるレートを
超えてしまう。強度が時間的に一定な連続ビームを使用することによってこの反応を用いた
実験が可能になった。運動量移行は n(π+,K+)Λ と同じく大きく、深い束縛状態を作ること
ができる。また、上記の二反応は中性子を Λ に変える反応であるが、p(e, e′K+)Λ は陽子を
Λに変える反応である。固定標的として用いることができるのは安定な核種のみであるため、
n → Λと p → Λでは生成できるハイパー核の種類が異なる。

ハイパー核を研究するために我々の実験で測定する物理量は様々なハイパー核の質量MY

である。または同等であるが、

BΛ := (コア原子核の質量) + (Λ粒子の質量)− (ハイパー核の質量) (1.1)

上式で定義される、Λの束縛エネルギーという量も用いる。
ハイパー核の質量を測定するために、我々は (e, e′K+)反応を用いた欠損質量分光実験を行

う。(e, e′K+)反応欠損質量分光実験とは、加速器施設から供給される電子ビームを固定標的
に当て、AZ(e, e′K+)AΛZ − 1反応（標的原子核 (AZ)と電子ビーム (e)が反応し、反応後に散
乱電子（e′）・生成 K中間子 (K+)・ハイパー核 (AΛZ − 1)が出てくる反応）を起こし、散乱電
子と生成 K中間子の運動量を磁気スペクトロメータでそれぞれ測定することで、４元運動量
保存則と加速器により供給された入射電子の運動量が既知であることから、ハイパー核の質量
を測定する実験である。詳細は 2.2節で述べる。
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1.3 JLabにおけるハイパー核実験
連続電子ビームを用いたハイパー核実験はこれまでに JLabの CEBAF加速器とMainz大学
のMAMI加速器で行われている。ここでは JLabで過去に行われたハイパー核実験について
説明する。なお、各実験には実験番号という固有の名前が加速器施設から与えられており、こ
こではそれを用いる。また、JLab は加速器からの電子ビームを複数の実験ホールに分配し、
複数の実験を同時に行えるようになっており、Hall Aなどはその実験ホールの名称である。
もっとも古いのは実験番号 E89-009であり、西暦 2000年に実験ホール Hall Cで行われた

[4]。主な目的は (e, e′K+) 反応でハイパー核実験が行えることを示すことであった。12
Λ B の

欠損質量分解能で 900 keV(FWHM) を達成し、当時の n(π+,K+)Λ 反応で達成されていた
2 MeV(FWHM)より良い、1MeV以下の分解能で実験が行えることを実証した (図 1.2)。炭
素標的（グラファイト）は固体で扱いやすく、核子数が少なくスペクトルが単純であるため、
ハイパー核分光において、キャリブレーションや実験間の精度の比較に用いられる。また。ポ
リエチレン標的も用いられた。これは水素標的として、生じる Λ, Σ0 をキャリブレーション
に用いるためである。水素を含む固体の中で、比較的熱伝導率が高くビームによって熱が生
じても安全に実験を行えることや、余計に含むのが炭素であることなどによりよく用いられ
る。用いたスペクトロメータは散乱電子側が ENGE、生成 K 中間子側が SOS、標的直後は
Splitting Magnetであり、JLab既設の設備を用いた。
次に、E01-011実験が第二世代実験として、Hall Cで 2005年に行われた [6, 7]。E89-009

実験では散乱電子側スペクトロメータのメラー散乱と制動放射による電子のバックグラウンド
が問題になった。スペクトロメータを傾けてバックグラウンドの比率が少ない角度領域を選ぶ
という tilt 法を用いた。その結果、ルミノシティが 200 倍大きい条件で実験を行っても、散
乱電子側のシングルレートは 1/100 になった。スペクトロメータは、散乱電子側は ENGE、
K 中間子側は新設した HKS を用いた。標的はポリエチレン、6,7Li、9Be、10B、12C、28Si、
51V、89Y、208Pb を用いた。51V、89Y、208Pb は将来実験のためのフィージビリティスタ
ディとして用いられた。12

Λ B の欠損質量スペクトルは図 1.3 であり、欠損質量分解能は 500

keV(FWHM)である。
第三世代実験として E05-115 が 2009 年に Hall C で行われた [8, 3]。より広範囲な質量数
の領域のハイパー核を探索することが目的であった。標的は水（液体）、ポリエチレン、7Li、
9Be、10,11B、12C、52Cr、BeOを用いた。BeOはビームを当てると光るため、CCDカメラを
用意しリモートで見れるようにしておき、標的システムが動作しているのを監視できるように
するために用いられた。水素標的として、水も用意された。ポリエチレンは融点が低く熱伝導
率が小さいので、ラスターという機能（3.3節で詳しく述べる）でビームの当たる面積を実質
的に大きくして熱密度を小さくし融けないようにする必要がある。ラスターは分解能に影響を
与える。だが流れる水を標的に用いれば熱で標的が破損せずラスターする必要がない。また、
ポリエチレン標的はビームを当て続けると、標的が炭化し、標的中の水素原子核の比率が時間
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図 1.2: E89-009実験で得られた 12
Λ Bのスペクトラム [5]。実線は理論計算、ヒストグラムの網

掛け部分は予想されるアクシデンタルバックグラウンド。

図 1.3: E01-011実験で得られた 12
Λ Bのスペクトラム [7]。実線はフィッティング関数。
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変動するため、微分断面積の測定の精度が下がる。フローとしての水を標的として用いればそ
の問題は起こらない。一方、水は容器に入っているため、ビームは水以外の物質にも当たらざ
るを得ない。その窓部分は測定の精度の面からは薄くしたいが、水の圧力に耐えうる程度に厚
くしなければならない。このように異なる特徴を持つため両方用いられた。スペクトロメータ
は、標的直後のスプリッターマグネットが SPL、散乱電子側が HES、K中間子側が HKSで
ある。SPL、HESは新設である。12

Λ Bの欠損質量スペクトルは図 1.4であり、欠損質量分解能
は 500 keV(FWHM)である。

図 1.4: E05-115実験で得られた 12
Λ Bのスペクトラム [3]。

E94-107実験が Hall Aで 2005年に行われた [9]。スペクトロメータは２台とも Hall A既
設の HRSを用いた。
また、E12-17-003 実験が 2018 年に Hall A で行われた。スペクトロメータは２台の HRS

である。ガス標的を用いて実験を行った。

1.4 本論文の目的・内容
この論文では次世代の JLabハイパー核実験で用いるために適当な標的デザインを検討する。
マルチフォイル標的で分解能への悪影響を抑えつつ収量を増やせることを示す。また、熱伝導
率が低く融点が低いため融かさずに実験を行うのが難しい鉛標的について、融かさずに十分な
強度の電子ビームを当てられることを確認する。
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第 2章 実験概要

2.1 次世代実験の目的・概要
次世代実験として JLabで承認され実験準備を行っている我々のグループのハイパー核実験が
三つあり、その実験番号は E12-15-008、E12-20-013、E12-19-002である。これらの実験は共
通した実験設備で行われることが計画されている。それぞれ、どういう物理的情報を得ること
が目的かが異なり、そのため、物理的な情報を得るために用いる標的が異なる。
E12-15-008実験は主な標的が 40Caと 48Caである。陽子数と中性子数の比が大きく異なる

この二つの核から生成されるハイパー核のスペクトルを比較することによって、ΛNN 三体力
のアイソスピン依存性を研究することが目的である。生成されるハイパー核は 40,48

Λ Kであり、
核子数が原子核の魔法数、または魔法数-1なのでスペクトルがシンプルであることが期待され
る。この同位体濃縮された標的は高価なので、多くの量を用意することはできない。
E12-20-013実験では 208Pb標的が主な標的である。この核種は安定な原子核のうちで最も
重いものと言われている。これを用いて、ΛNN 三体力の質量依存性を研究することが目的で
ある。この標的から生成されるハイパー核は 208

Λ Tlであり、陽子数は魔法数-1、中性子数は魔
法数なのでスペクトルが重い核の中では比較的シンプルになり、物理的情報を引き出すのに適
当であると期待されている。一般に Λが束縛するコア核の質量数が大きくなるほどコア核の
励起が複雑になりスペクトルが複雑になる。
E12-19-002実験では 3,4Heが物理的な情報を得ることを目的とした標的である。3He標的
からは 3

ΛHが生成され、これはハイパートライトンと呼ばれる。このハイパー核については既
に複数の測定がなされている。束縛エネルギーが小さければフリーな Λに近い状態のため寿
命もフリーな Λに近いだろうという予想があり、実験結果がそれと矛盾し束縛エネルギーが小
さいながらも寿命がフリーな Λより大きく短いという状況になっており、これをハイパート
ライトンパズルと呼ぶ。正確な再測定が求められており、この実験では正確な束縛エネルギー
の測定を行う。4He標的では荷電対称性の破れ（Charge Symmetry Breaking, CSB）の研究
を行う。通常原子核はクーロン力を除いて、陽子数と中性子数を入れ替えた鏡映核は互いに同
じ性質を持つ。Λ を入れるとその荷電対称性が破れることがある。4

ΛH と 4
ΛHe は核子数が少

ないので CSBの研究において重要である。この実験で、古い実験データしかない 4
ΛHの励起

状態について信頼のおける再測定を行う。
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2.2 ハイパー核生成反応の運動学
ここでは運動学的変数を定義し、ハイパー核生成反応の断面積の表式を紹介する。
反応は模式図 2.1のように起きる。eは入射電子すなわち電子ビーム、e′ は散乱電子を表す。

γ∗ は仮想光子である。e → e′ + γ∗ を含むのが散乱平面、target+ γ∗ → Λ+K+ を含むのが
反応平面である。θee′ は入射電子と散乱電子の運動量ベクトルのなす角、θγK は K中間子と
仮想光子の運動量ベクトルのなす角、ϕK は散乱平面と反応平面のなす角である。これらの角
度は Lab系である。

図 2.1: (e, e′K+)反応の運動学 [10]

次の表 2.1のように変数を定義する。座標は Lab系で、図 2.2のように定義されている。原
点は標的の位置、z軸は電子ビームの方向、y軸は反重力方向である。x軸は xyzが右手系に
なるような向きである。また、Q2 := −q2 と定義する。

表 2.1: ハイパー核生成反応の各粒子の運動学変数
粒子 ４元運動量 エネルギー 運動量 質量
入射電子 pe Ee pe Me

散乱電子 pe′ Ee′ pe′ Me′

生成 K中間子 pK EK pK MK

仮想光子 q ω q

標的 ptar Etar ptar Mtar

生成ハイパー核 pY EY pY MY
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図 2.2: 我々の実験における座標の定義。スペクトロメータ系を上から見た図である。電子
ビームの方向がｚ軸、反重力方向がｙ軸になっている。

HRSにより散乱電子の運動量測定と粒子同定を行い、HKSにより生成 K中間子の運動量
測定と粒子同定を行う。入射電子の運動量は加速器から直接供給されるものであり、既知とす
る。これらの情報から目的とするハイパー核の質量が次のように求められる。

MY =
√
(Ee +Mtar − Ee′ − EK)2 − (pe − pe′ − pK)2 (2.1)

これは一般に欠損質量分光と呼ばれる方法を用いて質量を測定している。
ハイパー核は、Λ粒子とコアになる通常の原子核が結合した原子核である。束縛することで
バラバラの状態の質量の和より質量が小さくなる。束縛の程度を表す量、Λの束縛エネルギー
を次のように定義する。

BΛ := (コア原子核の質量) + (Λ粒子の質量)− (ハイパー核の質量) (2.2)

このようなハイパー核生成が起きるには運動学的条件がある。仮想光子 +標的の系の不変
質量が K中間子と生成ハイパー核の質量の和以上であることである。√

(q + ptar)2 ≧ MK +MY (2.3)

４元運動量保存則より pe = pe′ + q すなわち q = pe − pe′ という関係があるので、式 (2.3)は
入射電子と散乱電子の運動量に対する条件である。
素過程である Λ 生成の断面積について述べる。荷電中間子の電磁生成についてよく知られ
ている表式がある [11]。

dσ

dωdΩe′dΩCM
K

= Γ
dσγ∗

dΩCM
K

(2.4)
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dσγ∗

dΩCM
K

=
dσT

dΩCM
K

+ εL
dσL

dΩCM
K

+
√

2εL(1 + ε)
dσLT

dΩCM
K

cosϕK + ε
dσTT

dΩCM
K

cos 2ϕK (2.5)

Γ =
α

2π2Q2

Eγ

1− ε

Ee′

Ee
(2.6)

ε =

[
1 + 2

q2

Q2
tan2

(
θee′

2

)]−1

(2.7)

εL = ε
Q2

ω2
(2.8)

Eγ =
W 2 −m2

p

2mp
= ω +

q2

2mp
(2.9)

W =
√
(q + pp)2 (2.10)

ただしここで CMは重心系、Lは縦波、Tは横波を表す添え字であり、αは微細構造定数であ
る。また、ここでは標的は一般の原子核ではなく陽子なので、添え字を tar から pにした。
式 (2.4)において重要なのは、単純に運動学的に決まる量とそれ以外の部分に分けて書かれて
いることである。Γは Virtual Photon Fluxという量であり、このファクターによりハイパー
核生成の多い運動学セッティングを見積もることができる。

2.3 JLab CEBAF加速器
JLab はアメリカ・ヴァージニア州にある施設である (図 2.3)。JLab にある Continuous

Electron Beam Accelerator Facility（CEBAF）が電子線加速器であり、表 2.2 に示すよう
な、我々の実験に適した特徴を持つ。

表 2.2: CEABFの電子ビームの実験 Hall Aにおける性能 [12]

Beam Energy 1–11 GeV/c2

Energy Accuracy 3× 10−3

Beam Current 1–120 µA

Beam Bunch Width 2 ns (499 MHz)

Extracted Energy Spread (RMS) < 10−4

Horizontal Beam Size (RMS) < 250 µm

Vertical Beam Size (RMS) 200 µm

まずエネルギー的には、少なくとも Λ ハイパー核生成の閾値を超える電子ビームでなけれ
ばならない。JLab では以前は最大 6 GeV でその時点でもエネルギーとしては我々の実験に
は十分である。現在は最大 12 GeVにアップグレードされている。
次に高強度ビームを供給できることである。(e, e′K+)反応によるハイパー核生成は断面積

が小さい。それを補う大強度のビームで実験を行うことが必要である。
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図 2.3: JLabの概観図 [13]

連続ビームであることもこの実験に適している。連続ビームとはビーム強度が時間に対して
ほぼ一定であることであり、パルスビームのように強度の大きな時間的変動がない。瞬間的な
ビーム強度が大きいと、真のイベントのレートも高くなるし、バックグラウンド粒子のレート
も高くなる。レートが高いと検出器の応答は悪くなっていく。(e, e′K+)反応の小さい断面積
を補うため高強度のビームを使わざるを得ないため、この実験においてレートは大きな問題で
ある。また、時間的に同時に発生したであろう e′ と K+ の検出をもってハイパー核の生成と
みなすため、真のイベントのレートが高いと、別々のイベントで発生した e′ と K+ が誤って
同時とみなされてしまうこと（アクシデンタルコインシデンス）が起きる確率が高くなる。ア
クシデンタルコインシデンスはバックグランドになってしまうのでできるだけ少なくしたい。
供給される一次電子線のエネルギー精度が高いことも重要である。我々の実験ではハイパー

核の欠損質量分光を 500 keV (FWHM)以下の精度で行うことを目標としており、それに影響
を与えない程度の電子ビームのエネルギー精度が必要である。
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2.4 実験Hall Aの概観
Hall A の概観が図 2.4 のようになっている。CEBAF から HAll A, B, C, D の各ホールに
ビームが送られ、スペクトロメータや標的などの実験設備は実験ホールに置かれる。
標的システムはこれにおける空間的余裕がないといけない。モーターで重力方向に動かすこ
とで遠隔にビームを当てる標的を変えられる仕組みにする場合、縦方向の余裕が必要である。
ビームが地面から 10 ftの高さにあるため、十分大きな余裕があるといえる。

図 2.4: Hall Aの概観図 [14]

2.5 磁気スペクトロメータシステム
磁気スペクトロメータ系は図 2.5 のように置かれる。まず標的の直後に散乱電子側の PCS、
生成 K中間子側の PCSが置かれる。PCSは前方角度の粒子を HRS・HKSの各スペクトロ
メータに入るように磁場で曲げる双極磁石である。次に散乱電子側は HRS、生成 K中間子側
は HKSが置かれる。スペクトロメータの配置・磁場の設定によってどの運動量の大きさ・角
度領域の粒子を検出するかが決まる。どういう運動量の大きさ・角度領域の粒子を検出できる
かの能力をそのスペクトロメータのアクセプタンスという。アクセプトする運動量の大きさ・
角度には幅があるが、中心となる運動量の大きさ・角度の粒子が描く軌跡のことをセントラル
レイという。
標的物質に電子ビームを当て、AZ(e, e′K+)AΛ(Z − 1)反応で生じたハイパー核 A

Λ(Z − 1)の
質量を測定することを目的としている。散乱電子の運動量測定と粒子同定を PCS (散乱電子
側)+HRSで行い、生成 K中間子の運動量測定粒子同定を PCS (生成 K中間子側)+HKSで
行う。散乱電子と生成 K中間子のコインシデンスによりハイパー核生成事象とみなす。
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図 2.5: スペクトロメータ配置の 3DCAD図

2.5.1 磁気スペクトロメータの原理

磁気スペクトロメータとは、運動量測定をしたい粒子を磁場にかけた後で検出器で運動量の向
き・位置を測定し、あらかじめ校正しておいた標的での運動量と検出器での運動量の向き・位
置との関係式から標的での運動量を求める装置である。一様磁場 B と曲率半径 R、磁場に垂
直な方向の運動量 p⊥ との関係式

p⊥ =
0.3 GeV/c

T m
BR (2.11)

があるため、磁場通過させた後に運動量と位置が相関を持つことが原理である。
実際に運動量測定に使用する検出器での変数をここで定義する。まず Focal Planeという平
面を定義する。これは、運動量の磁場に垂直な成分が等しい粒子ができるだけ一点に収束する
(point-to-point収束)ような平面をシミュレーションなどで探し、Focal Planeとする。この
ように標的での変数と検出器での変数が一対一対応するようにしておくとのちに述べる逆輸送
行列の収束性がよくなる。次に Focal Plane 内に x 軸と y 軸を互いに直交するように定義す
る。Focal Planeに垂直で粒子の進む向きに z軸を取る。ドリフトチェンバーでは運動量の大
きさを測定することができず、向きのみ測定する。そこで、x′ := px/pz、y′ := py/pz という
変数を定義する。複数のドリフトチェンバーからの情報を組み合わせて Focal Plane での x

、y、x′、y′ という４つの情報にし、これを用いる。以降、Focal Planeでの変数には FP とい
う添え字をつける。
また、標的での変数も定義する。座標は図 2.2と同じで、更に x′ := px/pz、y′ := py/pz と
いう変数を定義する。
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標的で発生した粒子が磁場で輸送されて運動量や位置が変化するのを輸送行列という多項式
で近似的に表すことができるが、ここでは検出器での情報から標的での情報に直すため、逆輸
送行列というものを用い、これも多項式であり、次式のようになる。

|p| =
∑

a+b+c+d≤n
a,b,c,d≥0
a,b,c,d∈Z

C|p|(a, b, c, d)(xFP )
a(x′

FP )
b(yFP )

c(y′FP )
d (2.12)

x′ =
∑

a+b+c+d≤n
a,b,c,d≥0
a,b,c,d∈Z

Cx′(a, b, c, d)(xFP )
a(x′

FP )
b(yFP )

c(y′FP )
d (2.13)

y′ =
∑

a+b+c+d≤n
a,b,c,d≥0
a,b,c,d∈Z

Cy′(a, b, c, d)(xFP )
a(x′

FP )
b(yFP )

c(y′FP )
d (2.14)

ここで C|p|(a, b, c, d)などは係数であり、キャリブレーションにより定められる値である。次
数の nは我々の実験では 3から 6で用いられる。一般に次数が増えるほど表現能力は高まる
がキャリブレーションデータにオーバーフィッティングしてしまう危険性も高まる。

2.5.2 運動学設定

運動学設定は表 2.3のようになっている。ただし表中の θeK は入射電子と生成 K中間子の運
動量ベクトルのなす角である。

表 2.3: スペクトロメータで測定する運動学の範囲 [15]

Ee 4.24 GeV

|pe′ | 2.74 GeV/c± 4.5%

θee′ 6.5◦ ± 1.5◦

|pK | 1.2 GeV/c± 10%

θeK 11.5◦ ± 4.5◦

この設定は、ハイパー核の収量が大きくなり、バックグラウンドが少なくなるように両者の
バランスから決められている。
収量については Virtual Photon Fluxが主な要素である。また、K中間子の光生成・電磁生
成の断面積のデータも存在するのでそれも利用する。
バックグラウンドについては、主に散乱電子側スペクトロメータに混入する電子が主である。
バックグラウンド粒子は、電子ビームが標的や標的近くの物質と相互作用することで発生す
る。また、そこで発生する粒子が崩壊や相互作用をし、二次的にも発生する。
スペクトロメータの磁場に輸送され後段の検出器群でヒットするのは特定の運動量領域の粒
子だけである。スペクトロメータの脇の空間など、目的とする粒子が通るはずのない場所には
できるだけコンクリートブロックなどが置かれ、余計な粒子が後段の検出器群まで飛んでいか
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ないようになっている。HKS側の磁場を通り抜け後段の検出器に達するのは、K中間子以外
の粒子として、主に陽子、π+、µ+、e+ がある。これらの粒子はある程度運動量がそろってい
るので、速度が分かれば質量が分かることになり粒子弁別できる。チェレンコフ放射は速度に
よって起こるかが決まるので、HKS後段に置かれたエアロジェルチェレンコフ検出器 (AC)、
水チェレンコフ検出器 (WC)により K中間子とそれ以外を分けることができる。この運動学
セッティングにおいて K中間子は p+ e → Λ + e′ +K+ または p+ e → Σ0 + e′ +K+ 反応
のものだけなので、K中間子さえ取れればそれは目的のものである。
一方、散乱電子側のスペクトロメータでは粒子弁別を行ったあとも、目的の反応以外で生成

された電子がバックグラウンドになる。主に、制動放射とメラー散乱である。ローレンツブー
ストにより散乱電子もバックグラウンド粒子も前方に多い。超前方はよりバックグラウンド粒
子が多い領域なので、そこを避けた前方を測定する。

2.5.3 PCS

Particle Charge Separator (PCS) (図 2.6、2.7)は標的の直後に置かれる双極磁石で、散乱電
子側と生成 K中間子側でそれぞれ一つずつある。スペックは表 2.4の通りである。
前方領域を測定しやすくするために、HRS、HKSの前に置き双極磁石で粒子を曲げておく

ための装置である。スペクトロメータとビームラインが物理的に干渉しないようにできる。ま
た、二つに分かれていることで 0◦ の電子ビームには磁場がかからず、バックグラウンドの原
因となることを避けられる。

表 2.4: PCSのスペック [16, 17]

PCS (散乱電子側) PCS（生成 K中間子側）
総重量 8.0 t 7.8 t

最大磁場 1.3 T

主コイル 導体サイズ 16× 16 mm2、ϕ10 mmの穴
(2コイル/磁石) 巻数 96/コイル

電流 1700 A/磁石
電圧 106 V/磁石

補助コイル 導体サイズ 14× 9 mm2、10× 5 mm2 の穴
(2コイル/磁石) 巻数 88/コイル

電流 1000 A/磁石
電圧 97 V/磁石
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図 2.6: PCSの片方のみの写真 [15]

図 2.7: PCSの 3DCAD図 [16]



2.5 磁気スペクトロメータシステム 17

2.5.4 HRS

High Resolution Spectrometer (HRS) (図 2.8)とは JLab Hall A既設の磁気スペクトロメー
タで、我々は散乱電子の運動量測定のために用いる。磁石は QQDQの構成になっている（D

は双極磁石、Q は四重極磁石）。性能は表 2.5 のようになっている。後段の検出器群は図 2.9

のようになっており、Sはシンチレーター、VDCはドリフトチェンバーである。
HRSは z方向の分解能を持つ。これは運動量測定のために磁場で粒子を曲げる向きが重力
方向になっているためである。水平に曲げると、運動量の情報を持つ方向と z位置の情報を持
つ方向が一致してしまうため、zの情報が運動量分散に埋もれてしまい測定できない。重力方
向に曲げると、z位置の情報が運動量分散に埋もれない。

図 2.8: HRS磁石のレイアウト [14]

表 2.5: HRSのスペック [14]

Configuration QQDQ

Bending Angle 45◦

Optical Length 23.4 m

運動量レンジ 0.3–4.0 GeV/c

運動量アクセプタンス (δp/p) 4.5 %

運動量分解能 (FWHM) 1× 10−4

角度レンジ (HRS-L) 12.5◦–150◦

角度アクセプタンス (Horizontal) ±30 mrad

角度アクセプタンス (Vertical) ±60 mrad

角度分解能 (Horizontal) 0.5 mrad

角度分解能 (Vertical) 1.0 mrad
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図 2.9: HRS後段の検出器群の概要を示す図 [18]

2.5.5 HKS

High Resolution Kaon Spectrometer (HKS) は生成 K 中間子の運動量を測定するための磁
気スペクトロメータである (図 2.10)。性能は表 2.6 のようになっている。後段の検出器群は
図 2.11のようになっており、1X、2X、1Y、2Yはシンチレーションカウンター、KDCはド
リフトチェンバー、ACはエアロジェルチェレンコフカウンター、WCは水チェレンコフカウ
ンター、LCはルサイトチェレンコフカウンターである。
HKSは我々のグループがハイパー核実験のために作ったスペクトロメータである。K中間
子は寿命が有限のため、後段検出器までの距離が短めになっている。強収束の原理で粒子を収
束させるため Q1が縦収束、Q2が横収束になっている。Dの間口が横に広いため、Q1での縦
収束をはじめに行い Dに入りやすくする。
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図 2.10: HKS磁石のレイアウト [19]

図 2.11: HKS後段の検出器群の概要の模式図 [20]

表 2.6: HKSのスペック [19]

Configuration QQD

Bending Angle 70◦

Pass Length < 10 m

中心運動量 1.2 GeV/c

運動量アクセプタンス ±15 %

運動量分解能 δp/p (FWHM) 2× 10−4

立体角 ∼ 30 msr
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2.6 用いる標的のリスト
この実験では、三つの承認された実験を共通したセットアップで行うため、多くの標的を用い
る。低温ガス標的として H2、3,4Heを用い、これを用いるため約 20 Kの冷媒で冷やしながら
実験を行う。他の使用する標的は、常温で固体となる物質のみであり、共通したターゲットフ
レームで実験を行い 20 Kで冷却できるとすると、もちろん固体である。

2.6.1 固体標的

用いる固体標的とその大まかな厚さは次の表 2.7 のようになっている。単位 mm の厚さは幾
何学的な厚さである。単位 mg/cm2 の厚さは幾何学的な厚さに物質の密度（体積当たりの質
量）をかけた量で、単なる幾何学的な厚さよりもより直接的に粒子の通過する物質量を表すた
めよく用いられる。

表 2.7: 標的のリスト
厚さ

CH2 1.0 mm (100 mg/cm2)
7Li 1.9 mm (100 mg/cm2)
9Be 0.54 mm (100 mg/cm2)
10B 0.43 mm (100 mg/cm2)
12C 0.56 mm (100 mg/cm2)
27Al 0.37 mm (100 mg/cm2)
40Ca 0.5 mm (78 mg/cm2)
48Ca 0.5 mm (78 mg/cm2)
208Pb 1.9 mm (100 mg/cm2)

BeO

まず E12-15-008実験の物理標的として 40,48Caを用いる。これは既に購入済みであり、厚
さ 500 µm、直径 1.27 cmの円盤がそれぞれ１枚ずつである。これは高価であり、１枚ずつし
か保有していないため、マルチフォイル標的としては用いない。
次に E12-20-013実験の物理標的として 208Pbを用いる。これはまだ保有していない。
キャリブレーション用標的として、(CH2)n（High Density Polyethylene, HDPE）、12C（グ
ラファイト）、6,7Li、9Be、10,11B、27Al を用いる予定である。広い質量領域の標的を用いて
キャリブレーションすることにより、信頼性が高くなる。炭素標的は標準的に用いられるキャ
リブレーション標的であり、束縛エネルギー・断面積がよくわかっているため、他の実験と比
較する際の基準となる。ハイパー核生成の断面積が大きく、またピークがきれいに見えること
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から用いられる。ポリエチレンは水素標的として用いられ、扱いやすい固体の水素標的として
JLabの実験でよく用いられる。水素標的で Λを生成できそれを用いてキャリブレーションが
できるために、陽子を Λ に変える (e, e′K+) 実験は高いアキュラシーを持つ。ポリエチレン
は炭素を含むが、グラファイトのデータも取得するため、炭素の効果は差し引ける。ポリエチ
レン標的の欠点として、ビームを当て続けると見た目としては黒くなり、水素が飛んで行って
標的としての物質量が変わってしまうことがある。このため、微分断面積を得るためには、物
質量が変わる効果を考慮しなければならない。27Al標的では、キャリブレーションと同時に、
三軸非対称核の研究という物理的目的も持つ。気体標的を入れるガスセルがアルミでできてお
り、27Alの同位体存在比が大きいため、気体標的のランからも 27Al標的のデータを得ること
ができる。BeOはビームを当てると光るため、ビームが標的の想定することろに当たってい
るかを視覚的に確認するために用いられる。

2.6.2 気体標的

E12-19-002実験での物理標的としては 3,4Heが用いられる。
キャリブレーション用としては H2 が用いられる。
気体標的は約 20 Kに冷却されて用いられる。限られたビームタイムの中で収量を大きくす

るためには標的物質の密度を大きくしなければならず、また気体を入れるセルが圧力に耐えら
れるようにしなければならないという機械的要求から、冷却される。ガスセルの壁を厚くする
ことにより耐圧を高めることができるが、壁でのエネルギー損失やバックグラウンド粒子生成
が増えることなどから、壁の厚さには制限がある。
このような目的を達成するための気体標的のデザインはすでになされており、図 2.12、2.13

のようになっている。気体標的は円筒形のセルの中に詰められている。壁はアルミでできてい
る。そのセルが重力方向に複数積み重なっており、モーターにより標的フレーム全体を上下に
移動させ、ビームを当てる標的を変更する。ガス領域はビーム方向に 200 mm広がっている。
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図 2.12: ガス標的フレーム全体の 3DCAD 図 [21]。上半分には気体標的セルが縦に重なって
いる。下半分についている細い部分は、固体標的フレームとして仮に置かれたもの。

図 2.13: ガス標的セルの 3DCAD 図 [21]。円筒状の部分に気体標的が詰められる。その円筒
状の標的セルが上下で標的フレームと固定されるようになっている。

2.7 実験の特徴と標的への要請
まず、p(e, e′K+)Λ 反応の断面積が小さいことが特徴である。それを補うための高強度電子
ビーム (10–100 µA)を用いて実験を行う。
また、実験で目標とする欠損質量分解能が 500 keV/c2 (FWHM)以下であることも特徴で
ある。ビームは細いほど反応点の座標を特定しやすくなるので、ビームの直径は 100 µm程度
である。また、標的の物質が厚いと、入射電子・散乱電子・生成 K中間子が標的物質で相互作



2.8 マルチフォイル標的 23

用することによる欠損質量分解能への悪影響が大きくなるので、標的の物質厚は 100 mg/cm2

程度でなければならない。
以上のような特徴の下で、標的への要請は次のようになる。
まず、限られたビームタイムの中でできるだけ多くのハイパー核収量を得たいので、標的を
厚くしルミノシティを大きくしたい。欠損質量分解能への悪影響が許容できる程度まで標的を
厚くする。
次に、標的が熱で融けないことである。細く高強度な電子ビームが当たるので、標的には大
きな熱密度が発生する。大きな収量を得るためには高強度の電子ビームが使えることが望まし
いため、そのような高密度の熱でも耐えられることが要求される。

2.8 マルチフォイル標的
前述したように、収量の観点からは標的を厚くしたい。しかし、単純に厚くするだけでは標的
でのエネルギー損失や多重散乱の効果も同時に大きくなってしまい、欠損質量分解能への悪影
響を避けることはできない。標的を厚くしつつ、欠損質量分解能への悪影響も抑えられるのが
マルチフォイル標的である。
従来の標的は図 2.14の上のように、厚さ ∼ 100 mg/cm2 の標的が一枚のシングル標的であ

る。マルチフォイル標的は図 2.14の下のように、2–5枚程度の標的をビーム軸方向にある程
度の間隔をあけて並べ、同時にビームを当てるというものである。スペクトロメータの z分解
能により、どの標的板から発生したイベントか同定することができれば、エネルギーストラグ
リングの効果を小さくすることができる。
実際 HRSは z分解能を持つ。図 2.15は Geant4によるシミュレーションの結果であり、標

的での z位置を σ = 1.2 cmの精度で測定することができる。標的板の間隔を 10 cm程度離せ
ば、十分にどこの標的板でイベントが発生したかを見分けることができる。
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図 2.14: 従来の標的とマルチフォイル標的

図 2.15: HRSの z分解能
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第 3章 シミュレーションによる標的デザイ
ンの検討

我々の実験ではハイパー核の欠損質量スペクトルを測定する。目標のピーク中心決定精度
（確度）は 100 keVである。標的システムは、これを達成できるように設計されていなければ
ならない。
確度は分解能と収量で決まる。
2.7、2.8節で述べたように標的が厚くなるほどエネルギー損失・多重散乱が大きくなり分解
能を悪くする。また、マルチフォイル標的によりビーム方向にずれた位置にも標的を置くた
め、そのことがスペクトロメータの運動量分解能に悪影響を与えうる。
収量の観点からは、標的を厚くするほうがよい。また、ビーム強度は大きいほうが収量は大
きくなるが、標的で発生する熱も大きくなり、融けやすくなる。マルチフォイル標的による収
量への影響は、z方向にずれた位置に標的を置くことによって、スペクトロメータのアクセプ
タンスが減る効果がある。
この章では主に二つの観点からシミュレーションを行い、標的の適切な設計について議論す
る。一つは、分解能と収量であり、3.1、3.2 節で述べる。もう一つは熱的安全性であり、3.3

節で述べる。

3.1 欠損質量分解能
マルチフォイル標的を用い収量を増やしつつも目標とする欠損質量分解能 500 keV/c2(FWHM)

を達成することができるかを検討した。欠損質量分解能は文献 [3]の 4.6節で述べられている
ように、(2.1)式に含まれる運動学変数のそれぞれの不定性を合わせたものになっている。標
的に関係する部分は、マルチフォイルによりビーム方向 zの異なる位置に標的を置くことによ
るスペクトロメータでの運動量測定への影響、標的でのエネルギー損失・エネルギーストラグ
リングの影響がある。

3.1.1 光学の影響

マルチフォイル標的を用いることにより、スペクトロメータ設計時に標的の中心と考えられて
いた場所から離れたところでイベントが生成されることになる。そのようなイベントに対しス
ペクトロメータによる運動量測定にどれだけの悪影響があるかを、粒子の磁場による輸送・物
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質での相互作用をシミュレーションできる C++ツールキット Geant4を用いて評価した。散
乱電子側スペクトロメータへの影響、生成 K中間子側スペクトロメータへの影響をそれぞれ
評価した。
まず PCS+HRSでの散乱電子の運動量の測定について行ったシミュレーション結果につい
て述べる。Geant4内で用いたモデルは図 3.1のようになっており、これらは、図 2.2の全体
のセットアップにおける上半分においてあるスペクトロメータである。Q1・Q2・Q3の磁場
は表 3.1のパラメータを用いて、加藤公式 (文献 [22]の式 (4.1)から (4.6))で計算した。PCS

と D磁石の磁場は TOSCAによって計算された磁場マップを用いた（散乱電子のセントラル
レイが運動量 3.0 GeV、角度 θee′ = 6.5◦ になるよう設計されている）。

図 3.1: シミュレーションに用いた PCS と HRS。灰色の平面は Virtual Detector(VD) とい
うシミュレーション内に仮想的に置いてあるもの。

表 3.1: シミュレーションに用いた HRSの Q1・Q2・Q3の磁場を計算するためのパラメータ
Q1 Q2 Q3

Bore radius[mm] 128.27 300 300

Field gradient[T/m] 4.5 2.0 1.8489

Magnetic length[mm] 900 1800 1800

このシミュレーションでは光学の影響のみを評価するため、標的での相互作用は行わない。
スペクトロメータの運動量分解能の評価は次のように行う。まず、標的点での散乱電子を適
度な運動量の範囲と角度の領域で乱数を振って生成する。それらの粒子を Geant4 内で磁場
によって輸送し、Focal Planeでの位置・角度を得る。FPでの情報から標的での情報を得る
逆輸送行列を特異値分解によって最適化する。運動量分解能は ∆p/p(∆pは (生成した運動量
)− (再構成した運動量)、pは生成した運動量)のヒストグラムをガウス分布でフィッティング
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した標準偏差 σ とする。
逆輸送行列の生成・運動量の評価に用いたイベントは、運動量は 2.7 GeVから 3.35 GeVで

一様に、角度 θee′ は 0.06 rad から 0.19 rad で球面一様に、50万イベント生成した。そのう
ちすべてのイベントを逆行列最適化に用いるのではなく、確かに磁石を通り検出器に入ったイ
ベントのみを用いるように、各磁石前後の VD、RPでの VDでの位置情報によりカットをか
けた。
z=0 cmでの分解能を評価するための逆輸送行列は z=0 cmで生成したイベントのみを用い

て最適化した。z=+10 cm、-10 cmについても、それぞれ z=+10 cm、-10 cmで生成したイ
ベントのみを用いて最適化した。
以上のような条件で行ったシミュレーションの結果が図 3.2 である。黒が z=0 cm、赤が

z=-10 cm、青が z=+10 cmである。σは、z=0 cmが 4.28×10−4、z=+10 cmが 3.87×10−4、
z=0 cmが 4.34× 10−4 である。
この結果、マルチフォイル標的を用いても散乱電子側スペクトロメータの運動量分解能に大
きな影響を与えないことが分かった。

図 3.2: HRSの運動量分解能。赤色が z=-10 cm、黒色が z=0 cm、青色が z=+10 cmに標的
を置いたときに対応している。

次に、生成Ｋ中間子側、PCS+HKSのシミュレーション結果について述べる。
シミュレーションに用いた PCS+HKSのモデルは図 3.3であり、これらは、図 2.2の全体
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のセットアップにおける下半分においてあるスペクトロメータである。PCSと D磁石、Q1、
Q2磁石の磁場は TOSCAによって計算された磁場マップを用いた（生成 K中間子のセント
ラルレイが運動量 1.2 GeV、角度 θeK = 11.5◦ になるよう設計されている）。

図 3.3: シミュレーションに用いた PCS+HKS のモデル。灰色の平面は Virtual Detec-

tor(VD)というシミュレーション内に仮想的に置いてあるもの。

このシミュレーションでは光学の影響のみを評価するため、標的での相互作用は行わない。
また、K中間子の崩壊も行わない。
逆輸送行列の生成・運動量の評価に用いたイベントは、運動量は 0.9 GeV から 1.55 GeV

で一様に、角度 θeK+ は 0.1047 radから 0.3491 radで球面一様に、50万イベント生成した。
そのうちすべてのイベントを逆輸送行列最適化に用いるのではなく、確かに磁石を通り検出器
に入ったイベントのみを用いるように、各磁石前後の VD、RPでの VDでの位置情報により
カットをかけた。
z=0 cmでの分解能を評価するための逆輸送行列は z=0 cmで生成したイベントのみを用い
て最適化した。z=+10 cm、-10 cmについても、それぞれ z=+10 cm、-10 cmで生成したイ
ベントのみを用いて最適化した。
以上のような条件で行ったシミュレーションの結果が図 3.4 である。黒が z=0 cm、赤が

z=-10 cm、青が z=+10 cmである。σは、z=0 cmが 1.44×10−4、z=+10 cmが 1.34×10−4、
z=0 cmが 1.46× 10−4 である。
この結果、マルチフォイル標的を用いても生成 K中間子側スペクトロメータの運動量分解
能に大きな影響を与えないことが分かった。ただ、アクセプトしている粒子の数に違いがある
ことがわかる。これは下流のほうが幾何学的に、スペクトロメータに入る立体角が大きくなっ
ている効果によると思われる。定量的なアクセプタンスの見積もりは 3.2節で行う。
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図 3.4: HKSの運動量分解能。赤色が z=-10 cm、黒色が z=0 cm、青色が z=+10 cmに標的
を置いたときに対応している。

3.1.2 エネルギー損失・エネルギーストラグリングの影響

標的物質中のある原子核でハイパー核が生成される前に、入射電子は標的物質と相互作用しエ
ネルギーを失っており、ハイパー核生成事象の電子の運動量はビーム電子のものではなく物質
を通り抜けた後のものになる。また、散乱電子・生成 K中間子も同様に、ハイパー核生成事
象のあと標的物質で相互作用しエネルギーを失ったものがスペクトロメータで運動量を測定さ
れる。このことが欠損質量分解能に影響を与える。その悪影響は標的が厚くなればなるほど大
きくなる。
エネルギー損失による欠損質量分解能の中心値のずれは、エネルギー損失のMost Probable

Value(MPV)を見積もることにより、補正可能である。ただ、ストラグリングによって分布が
広がることは、補正できない。
ここでは、入射電子・散乱電子・生成 K中間子の標的物質中でのエネルギー損失を Geant4

を用いてシミュレーションし、欠損質量分解能への影響を見積もった。12C標的について、厚
さ 300mg/cm2 が１枚のシングル標的と、厚さ 100mg/cm2 が 3枚のマルチフォイル標的とい
う、総計の厚さが同じ二つの標的を比較した。
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シミュレーションは図 3.5のように、以下に説明する手順で行った。

図 3.5: 標的での相互作用が与える欠損質量分解能への影響を評価するためのシミュレーショ
ンの模式図。標的物質でエネルギー損失をした後の文字にはダッシュをつけた。散乱電子 e’

のダッシュとは異なる意味である。

まず、標的のどの位置でハイパー核生成反応が起きたか、ハイパー核生成反応の z座標を一
様に振る。例えば、厚さ 1 mmのシングル標的であれば、zは-0.5 mmから +0.5 mmの範囲
で一様に振る。厚さ 1 mmの標的を３枚、z=-10 cm, 0 cm, +10cmに置くマルチフォイル標
的の最上流の標的板に関するシミュレーションでは、zは-10.05 cmから-9.95 cmの範囲で一
様に振る。
次に、ビーム粒子のエネルギー損失をシミュレーションする。ハイパー核生成事象の z座標
が決まればビームが反応までに通る標的物質の厚さが決まるので、その厚み分だけ相互作用さ
せる。例えば、厚さ 1 mmのシングル標的について、z=0.2 mmと乱数を振ったら、反応まで
にビーム電子は z=-0.5 mmから z=+0.2 mmまでの 0.7 mm標的物質を通過している。これ
によって、図 3.5の (E′

beam, p⃗′beam)が決まる。
次に、(2.3)式を満たす範囲で散乱電子の運動量の乱数を振る。運動量の大きさについては
一様に、角度については球面一様に振る。すると残りの生成 K中間子の運動量は角度を除い
て一意に定まる。角度は仮想光子と同じ向きにする。そして散乱電子と生成 K中間子の標的
物質での相互作用をシミュレーションし、(E′

e′ , p⃗
′
e′)と (E′

K+ , p⃗′K+)を得る。
これにより、入射電子・散乱電子・生成 K 中間子の標的物質中でのエネルギー損失の

MPV がわかる。実験で我々が知っているのは、(Ebeam, p⃗beam), (E′
e′ , p⃗

′
e′), (E

′
K+ , p⃗′K+)

である。これらを MPV により向きは変えず大きさのみ補正する。補正した後の量を
(Ecor

beam, p⃗corbeam), (E′cor
e′ , p⃗′

cor
e′ ), (E′cor

K+ , p⃗′
cor
K+) とする。この補正後の運動量で計算した欠損質

量と真の欠損質量の差を比較した。
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電子ビームのエネルギーを 4.24 GeVとしてシミュレーションを行った。300 mg/cm2 １枚
の標的、100 mg/cm2 が 3枚のマルチフォイル標的の１枚目、２枚目、３枚目の４通りについ
て、各１０万イベント生成し、補正して得られた欠損質量と真の欠損質量の差を求め、そのヒ
ストグラムの FWHMを評価した。
300 mg/cm2 １枚の標的の結果は図 3.6である。FWHMは 0.46 MeV/c2 である。

図 3.6: エネルギーストラグリングによる欠損質量分解能への影響。12Cの厚さ 300 mg/cm2

１枚の標的。

100 mg/cm2 が 3枚のマルチフォイル標的の 1枚目、2枚目、3枚目の結果は図 3.7である。
FWHMは 3枚とも 0.15 MeV/c2 である。
以上の結果により、マルチフォイル標的を用い 3枚に分割することにより、合計の厚さは変
えないまま、エネルギーストラグリングによる欠損質量分解能への悪影響を約 1/3に抑えられ
ることが分かった。
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図 3.7: エネルギーストラグリングによる欠損質量分解能への影響。12Cの厚さ 100 mg/cm2

が 3枚のマルチフォイル標的。赤色が z=-10 cm、黒色が z=0 cm、青色が z=+10 cmに標的
を置いたときに対応している。

3.2 ハイパー核事象の収量
確度は分解能と収量で決まる。ここでは、収量に関する量の見積もりを行う。
ハイパー核の収量は次の式（文献 [23]の (5.29)式）で概算できる。

NY = Γint ×Nbeam ×Ntarget ×
dσγ∗

dΩCM
K

×∆ΩK × ϵK (3.1)

ここで、Γint は Virtual Photon Flux を仮想光子のエネルギー ω と散乱電子の角度で積分
したもの、Nbeam は単位時間当たりの入射電子数、Ntarget は単位面積当たりの標的粒子数、
dσγ∗

dΩCM
K

は (2.4)式の微分断面積、∆ΩK は生成 K中間子側スペクトロメータの立体角、ϵK は K

中間子の生存率である。散乱電子側スペクトロメータの立体角の効果は Γint に含まれている。
(3.1)式からわかるように、標的の設計によって変わる部分は、Ntarget と、マルチフォイル

標的を用い z方向にずれた位置にも標的を置くことによるスペクトロメータのアクセプタンス
への影響である。
ここでは 3.1.1節と同様の Geant4シミュレーションを行って、散乱電子側・生成 K中間子
側それぞれで、標的位置が z=0 cm, +10 cm, -10 cmのときのアクセプタンスを評価した。
まず散乱電子側についてのシミュレーションについて述べる。生成した運動量・角度の範
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囲、用いた磁場、適用したカット条件、用いた逆輸送行列は 3.1.1節と同様である。生成した
角度領域の立体角は 4π ではなく、シミュレーションの効率化のため、明らかに検出器に入ら
ない角度は除いている。アクセプタンス ∆Ωは次の式で評価した：

∆Ω =
(アクセプトした粒子数)

(生成した粒子数)
× (生成した角度領域の立体角). (3.2)

結果は図 3.8である。マルチフォイル標的の配置を z=-10 cm、0 cm、+10 cmとしても散
乱電子側のアクセプタンスに大きな影響を与えないことが分かった。

図 3.8: HRS の運動量アクセプタンス。赤色が z=-10 cm、黒色が z=0 cm、青色が z=+10

cmに標的を置いたときに対応している。

次に、生成 K中間子側についてのシミュレーションについて述べる。生成した運動量・角
度の範囲、用いた磁場、適用したカット条件、用いた逆輸送行列は 3.1.1節と同様である。
結果は図 3.9である。マルチフォイル標的の配置を z=-10 cm、0 cm、+10 cmとしても生
成 K中間子側のアクセプタンスに大きな変化はないことが分かった。
ただ、少しではあるが違いがある。これを図 3.9のヒストグラムの総イベント数の比で比較
した。z=0 cm(黒) に対して、z=-10 cm(赤) は 94%、z=10 cm(青) は 108% になっている。
スペクトロメータに近いほうが幾何学的な立体角が大きいことによる。
以上のように見積もったスペクトロメータのアクセプタンスの値を用いて、文献 [23] の

5.4.8節の結果をスケール倍することにより、12
Λ Bハイパー核収量の概算を行う。パラメータは
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図 3.9: HKS の運動量アクセプタンス。赤色が z=-10 cm、黒色が z=0 cm、青色が z=+10

cmに標的を置いたときに対応している。

文献 [23]の表 5.9を用いる。ただし、Thicknessは 300 mg/cm2、∆ΩK は 6 msrとする。散
乱電子側のアクセプタンスは大きな変化がないので Γint は表 5.9[23]と同じ値を用いる。その
結果、100時間ビームを当てると、1.7× 104 個のハイパー核イベントが得られると分かった。
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3.3 熱的安全性
JLabの CEBAFの供給する電子ビームは高強度 (∼ 100 µA)かつ細い (∼ ϕ100 µm)。高強
度のおかげで、薄い標的かつ低い反応断面積で実験を行っても十分な収量を得ることができ
る。また、ビームが細く反応点の x,y座標が限定できることが高分解能の欠損質量分光を可能
にしている。
その一方で、高密度の熱が標的に発生することになり、標的が融解して破損する恐れがあ

る。安全に実験を行うには、標的が融解しないようにしなければならない。
我々の実験のセットアップにおいて、標的の熱的安全性を決める要素は主に次の６つで

ある：

ビーム強度 電子ビームの強度が強いほど、標的に落とす熱は大きくなる。
標的物質の熱伝導率 熱伝導率は物質によって大きく異なる（図 3.10）。
融点 融点も同様に、物質によって大きく異なる（図 3.10）。
冷媒温度 標的ホルダーに接触させる冷媒の温度。この実験では、低温ガス標的とともに用い

るため、冷媒の温度は 20 Kとする。
接触熱コンダクタンス 標的物質と標的ホルダーの熱的接触の良さのこと。Thermal Inter-

face Material(TIM) としてグリスなどを物質間に塗ることにより、熱的接触をよくす
ることができる。本節で詳しく述べる。

ラスター面積 JLabでは、ビームを太くするのではなく電磁石によって上下左右に揺らし実
効的に熱を落とす面積を広げることのできる装置が存在する。これをラスターシステム
という [24]。本節で詳しく述べる。

図 3.10に標的物質の融点と熱伝導率をまとめた。図 3.10を見ると熱的に最も難しいのは、
融点が低く熱伝導率が小さい鉛である。それ以外の標的は、冷媒温度を 20 Kとすれば、ラス
ターを用いずに JLabの最大強度 (100 µA)で実験を行っても問題がない (付録 A)。
ここでは、鉛標的について、接触熱コンダクタンスの値の範囲がどの程度で、ラスター面積
がどの程度であれば、電子ビーム強度 25 µAで標的が融解せずに実験が行えるかを、三次元
有限要素法ソフトウェア ANSYSでの計算を用いて調べた。
シミュレーションによる計算結果が実際とどの程度合うかを考える必要がある。ANSYSは

JLab において標的の熱計算でよく用いられ計算と実験の比較がなされているので、ソフト
ウェアとしての信頼性は高い。我々のグループでも ANSYS による熱計算と実験の比較が行
われている。文献 [25]の 3.3節では、冷媒温度からの 200 K程度の温度上昇に対し、計算と実
験の温度差は大きくて 30 K程度であった。その温度差の主な原因は各物性値の不定性による
ものだと考えられる。本論文における計算条件において大きい不定性が考えられるのは標的-

標的ホルダー間の接触熱コンダクタンスの値であり、本節では接触熱コンダクタンスの値の不
定性を考慮に入れて計算を行った。
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図 3.10: 標的物質の融点と熱伝導率のグラフ。融点が低いほど、熱伝導率が小さいほど、融け
やすい。

鉛は Z=82で電荷が大きく、電磁相互作用によって生成されるバックグラウンドの量は Z2

に比例するため、生じるバックグラウンドが用いる他の標的より非常に多い。そのため、検出
器レートの都合から 100 µAではなく 25 µAを目標の電子ビーム強度とする [15]。
計算には図 3.11に示すモデルを用いた。冷媒部分には 20 Kの定温を ANSYS内での境界
条件として与えている。
冷媒の温度は標的で発生する熱などにより変化しうるが、ここでは一定とする。JLab の

Hall A にて PREX2/CREX という実験が過去に行われている。その実験では固体標的の冷
却を温度 20 K・流量 10 g/sのヘリウム冷媒を用いて行っている。ビームにより標的に生じる
熱の最大値としては 350 Wを想定している。冷媒の帰りの温度を監視しており、22 K以下で
実験が行われた [26]。我々の実験の冷却システムもこれと同じ性能のものを想定しており、厚
さ 100 mg/cm2 の 208Pb標的に 25 µAの電子ビームを当てた時に生じる熱量を 3.0 W と見
積もっているため、20 Kの一定温度として問題ない。また、熱伝導率の温度依存性を無視す
れば、冷媒温度の上昇が ∆T ならば最大温度の温度変化も ∆T と考えられるため、冷媒の数
K程度の温度上昇が起きても問題はない。
なお、電子ビームが標的に落とす熱はGeant4でシミュレーションしたものを、ANSYS内で

境界条件として設定している。4.2 GeVの電子一個が標的物質に与えるエネルギーを Geant4

で求め、ANSYS内では、ビームが当たる領域に、{(電子一個が落とすエネルギーの平均)× (

電子ビーム強度)}/(電子ビームが当たる領域の体積)の熱密度を境界条件として与えている。
用いた主な熱伝導率は、表 3.2, 3.3に示す値を用いた。
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図 3.11: 熱計算に用いた標的フレームのモデル。上半分が気体標的で、下半分が固体標的。黄
色い部分は 20 Kの冷媒。赤褐色の部分の材質は銅。

表 3.2: 各温度での鉛の熱伝導率 [27]。単位はW/(m ·K)。
物質 50 K 100 K 200 K 300 K 400 K

鉛 43.5 39.6 36.6 35.2 33.8

表 3.3: 各温度での銅の熱伝導率 [27]。単位はW/(m ·K)。
物質 150 K 250 K 300 K 600 K 800 K 1000 K 1200 K

銅 428 404 398 383 371 357 342

接触熱コンダクタンス
前述したように、標的-標的ホルダー間の接触熱コンダクタンスは我々の標的システムの熱的
安全性を決める主な要素の一つである。
ある固体のバルクの中での熱伝導の良さは熱伝導率というパラメータによって表すことがで
きる。固体と固体の接触する面での熱伝導は、図 3.12に示すように、固体同士の不完全な接
触によって熱伝導も不完全になっている。接触熱コンダクタンスとは固体同士が接触する面で
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の熱伝導の良さを表すパラメータである。ANSYS内では、個体間の接触する面に対して設定
するパラメータである。
接触する面にサーマルグリスを塗ったり、大きい圧力をかけて固体同士を強く密着させたり
すると接触熱コンダクタンスはよくなる。しかし、固体の表面状態はコントロールすることが
難しく、接触熱コンダクタンスの値には大きな不定性がある。
そこで、ここでは、市販のグリスを使用した場合の接触熱コンダクタンスの実験値

0.1 W/(mm2 ·K)[28] を典型的な値として用いて、そこからどれだけ悪くなっても標的が
融解しないかを、鉛標的に 25 µA の電子ビームを当てたという表 3.4 に示す設定で ANSYS

で計算を行った。ラスター面積は典型的な値として 16 mm2 を用いた。

図 3.12: 接触熱コンダクタンスの概念図。固体と固体の不完全な接触の部分で熱伝導が悪く
なる。

表 3.4: ANSYSで行った熱計算（図 3.13）の条件。標的温度の接触熱コンダクタンス依存性。
標的 208Pb

ビーム強度 25 µA

標的厚さ 200 mg/cm2

ラスター面積 16 mm2

冷媒温度 20 K

標的-標的ホルダー間の接触熱コンダクタンス 変数
標的ホルダーの材質 銅
冷媒位置 気体標的部分と固体標的部分
4.2 GeVの電子一個が標的に落とすエネルギーの平均 0.118 MeV/(100 mg/cm2)

熱計算の結果が図 3.13である。接触熱コンダクタンスの値が想定した 0.1 W/(mm2 ·K)か
ら二桁悪くなるまでの範囲では、最大温度に大きな影響はないことが分かった。



3.3 熱的安全性 39

図 3.13: 最大温度の接触熱コンダクタンス依存性。鉛の融点は 601 Kであり、図の縦軸の範
囲には入っていない。計算条件は表 3.4に示す。

ラスターシステム
JLab の CEBAF の供給する電子ビームは高強度 (∼ 100 µA) かつ細い (∼ ϕ100 µm) ため、
標的に与える熱の影響が避けられない。が、電子ビームを単純に太くすると質量分光の分解能
に影響が出てしまう。図 3.14のように二台の電磁石を標的上流に置きビームを縦方向と横方
向に約 25 kHzで高速に揺らすことで、分解能への影響を小さく抑えながら、標的に与える熱
密度を小さくするのがラスターシステムである。標的のビームが当たる部分は、図 3.15のよ
うに、直径 ϕ100 µm程度の細い分布から、辺の長さが数 mm程度の長方形状の分布になる。
その長方形状での与える熱の均一性は 95%[24]である。
ラスターシステムの電磁石の電流値の時間変動のデータを記録しておけば、標的地点での

x,y座標の情報に直すことができるため、分解能への影響が小さい。ただ、ラスターが小さい
ほうが分解能への影響は小さいので、熱的に問題がない範囲で小さくしたい。
ここでは、どれだけのラスター面積をすれば鉛標的に 25 µAの電子ビームを当てても安全
に実験が行えるかを、ANSYSでの計算を行って調べた。計算の条件は表 3.5に示す。接触熱
コンダクタンスの値は典型的な値として 0.1 W/(mm2 ·K)を用いた。
結果は図 3.16である。ラスター面積が 10 mm2 程度あれば融点まで十分な余裕があること
が分かった。
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図 3.14: ラスターシステムの概念図。標的上流に二台の電磁石を置き縦振動と横振動を加える
ことにより、標的のビームが当たる面積が増える。

図 3.15: ラスターシステムによって標的上の熱が生じる面積が広がる様子。辺の長さが数mm

程度の長方形状になる。

接触熱コンダクタンスとラスター面積
以上のように、接触熱コンダクタンスとラスター面積の標的温度への影響を調べた。ただ、接
触熱コンダクタンスが小さくかつラスター面積が小さいときに急激に冷却性能が悪くなる可能
性があるので、両方を変数として、ANSYSでの熱計算を行い調べた。
行った計算の条件は表 3.6 に示すとおりである。鉛標的に対して 25 µA を当てたとして
いる。
計算結果は図 3.17である。この範囲の接触熱コンダクタンスとラスター面積では、あると
ころから急激に冷却性能が悪くなるということはないことがわかった。



3.3 熱的安全性 41

表 3.5: ANSYSで行った熱計算（図 3.16）の条件。標的温度のラスター面積依存性。
標的 208Pb

ビーム強度 25 µA

標的厚さ 200 mg/cm2

ラスター面積 変数
冷媒温度 20 K

標的-標的ホルダー間の接触熱コンダクタンス 0.1 W/(mm2 ·K)

標的ホルダーの材質 銅
冷媒位置 気体標的部分と固体標的部分
4.2 GeVの電子一個が標的に落とすエネルギーの平均 0.118 MeV/(100 mg/cm2)

図 3.16: 最大温度のラスター面積依存性。計算条件は表 3.5に示す。

表 3.6: ANSYSで行った熱計算（図 3.17）の条件。標的温度の接触熱コンダクタンス・ラス
ター面積依存性。
標的 208Pb

ビーム強度 25 µA

標的厚さ 200 mg/cm2

ラスター面積 変数
冷媒温度 20 K

標的-標的ホルダー間の接触熱コンダクタンス 変数
標的ホルダーの材質 銅
冷媒位置 気体標的部分と固体標的部分
4.2 GeVの電子一個が標的に落とすエネルギーの平均 0.118 MeV/(100 mg/cm2)
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図 3.17: 最大温度の接触熱コンダクタンス・ラスター面積依存性。計算条件は表 3.6 に示
す。設定した接触熱コンダクタンスの値は、青い丸が 0.1 W/(mm2 ·K)、オレンジの三角が
0.01 W/(mm2 ·K)、緑色の四角が 0.001 W/(mm2 ·K)である。
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第 4章 マルチフォイル標的デザインとその
期待される冷却性能

この章では、実験を行うために標的システムが満たすべき能力を示す。また、マルチフォイ
ル標的を仮定した 3Dモデルを作成し、そのモデルについて熱計算を行うことで、マルチフォ
イル標的でも標的を融解させず高強度電子ビームを当てられることを調べた。

4.1 標的システム全体への要求性能
標的システム全体が満たすべき性質について述べる。標的システムとは、標的とそれを保持
するフレームだけでなく、ビームを当てる標的を遠隔で変えられるモーター・冷媒との接続・
ビームが適切に当たっているかを視覚的に確認するモニターシステムなどを総合して言う。
要求性能は以下のものがある [29]。

マルチフォイル 固体標的をビーム方向に複数枚並べられるようなフレームデザインにする。
冷媒 ビームが標的に当たると熱が発生する。標的が融けないように、冷媒と標的フレームを

接触させ、熱を逃がせるようにする。
リモートコントロール この実験では複数の標的を使用する。標的システムをモーターで重力

方向に動かせるようにして、ビームを当てる標的を遠隔で変えられるようにする。
標的位置の精度 標的位置の情報はミッシングマススペクトロスコピーにおいて既知の情報と

して用いるため、正確性が求められる。
ビーム位置確認用標的 ビームが当たると光る標的にビームを当てているときにカメラで見る

ことにより、ビームが標的に当たっており、異常がないことを確認できる。BeO を使
用する予定である。また、カメラで標的を見ることをフレームが遮らないようにする。

粒子軌道による幾何学的制約 測定したい物理イベントのビーム粒子・散乱粒子・生成粒子が
標的フレームに当たらないような幾何学的条件を満たす必要がある。

4.2 マルチフォイル標的フレームへの幾何学的制約
前節で述べた標的システムへの要求性能のうち、標的フレームの形状を決める幾何学的条件に
ついて、詳しく述べる。
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まずはｚ方向の長さについて述べる。マルチフォイル標的はｚ方向に複数枚の標的を並べる
ので、ｚ方向への長さがある。
この実験は、固体標的と同時に、低温ガス標的を用いる。図 4.1に示すように、そのガス標
的は直径 200 mmのアルミセルの中に入っており、ビームが通過する z方向の長さは 200 mm

となっている。ガスセルのアルミ壁からのイベントとガスからのイベントを分けるためのｚ方
向のキャリブレーションを行うために、炭素のマルチフォイル標的を、50 mmの間隔で 5枚
並べる。固体標的の実験も気体標的と同じセットアップで行うため、ｚ方向の長さが 200 mm

であると、キャリブレーションが共通化できる。

図 4.1: 低温ガス標的のガスセルとｚ方向のキャリブレーション用の炭素マルチフォイル標的
のｚ方向の長さ。

そのため、ここで行う標的フレームのモデリングにおいては、ｚ方向の長さを 200 mm と
する。
また、2.8節の図 2.15に示すように、ｚ分解能は 1.2 cm(σ)ある。マルチフォイル間の間隔
を 50 mmとすると、4.2σ で分けることができる。
次に、標的の x方向の幅について述べる。
これは、物理イベントで生じる散乱電子と生成Ｋ中間子の軌道を確保するように定めないと
いけない。マルチフォイルの上流の板で発生したイベントの粒子が、下流の標的板や標的ホル
ダーにぶつからないようにする必要がある。散乱電子側のほうが前方に出るため、角度の条件
が厳しい。
散乱電子側スペクトロメータの角度アクセプタンスは図 4.2に示すようになっている。これ
より、5 degの角度の散乱電子が下流の標的板にぶつからないようにする。
図 4.3 に示すように、標的板の x 方向の幅を 4 mm(2 mm × 2) とすれば、5 deg の散乱
電子に対し、4.4 mm − 2 mm = 2.4 mm の余裕が取れる。鉛はバックグラウンドレート
が高いのでマルチフォイルでは用いない。それ以外の標的についてのラスターは 4 mm2 で
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図 4.2: 散乱電子側スペクトロメータのアクセプタンス [15]

十分とすると、x 方向 1 mm、y 方向 4 mm のラスターをすればよい。ラスター込みでは、
2.4 mm− 1 mm÷ 2 = 1.9 mmの余裕がある。

図 4.3: マルチフォイル標的のｚ方向の間隔とアクセプトする粒子の軌道。図の縮尺は正確で
はない。

以上より、マルチフォイル標的の標的板のｘ方向の幅は 4 mmとする。
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4.3 冷却性能
マルチフォイル標的を仮定した標的フレームをモデリングし、そのモデルについて熱計算を行
い、熱的安全性を調べる。
マルチフォイルを仮定して行ったモデリングの結果が図 4.4である。横から見た図が図 4.5

である。ｚ方向に黄土色の標的が５枚並んでいる。3 枚での実験を考えているが 5 枚にする
可能性もあるため、より熱的に厳しいであろう 5枚とした。重力方向に複数段重なっており、
モーターによって重力方向に動かし、ビームを当てる標的を変えることができる。黄土色の部
分が標的板である。最下段が１枚のみになっているのはシングル標的として用いる標的がある
からである。同位体濃縮された 40,48Ca 標的 (特に 48Ca) は高価で複数枚用意できないため、
シングル標的で実験を行う。鉛標的はバックグラウンドレートが大きいのでシングル標的で実
験を行う。赤褐色部分が冷媒であり、熱計算の際は一定温度を境界条件として与える。

図 4.4: 熱計算に用いたマルチフォイル用標的フレームモデル。黄土色が標的板、赤褐色の部
分が冷媒で銅である。それ以外の部分の材質はアルミとする。

標的部分を拡大した図が図 4.6である。標的の左右を物理イベントの粒子が通れるように、
黄土色の標的板の上下のみをアルミフレームで固定している。
鉛標的については、図 4.7に示すような形状を仮定した。中心の黒色部分が鉛で、周りのグ
レー部分がアルミである。鉛はマルチフォイル標的として用いないため、冷却性能のために標
的の四方をアルミフレームで固定している。
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図 4.5: 熱計算に用いたマルチフォイル用標的フレームモデルの横から見た図。

図 4.6: 熱計算に用いたマルチフォイル用標的フレームモデルの標的の部分を拡大した図。標
的は黄土色の部分である。右図の縮尺は正確ではない。

図 4.7: 熱計算に用いたマルチフォイル用標的フレームモデルのうち、鉛標的の熱計算に使用
した、鉛標的とそれを固定する部分の図。下図の縮尺は正確ではない。
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以上のように示すモデルで、鉛と 7Li標的について ANSYSで熱計算を行った。我々の用い
る標的で熱的に最も難しいのが鉛で、次がリチウムである。境界条件は、冷媒部分に温度の定
数を与え、ビームによって熱が落ちる部分に熱密度を指定した。
まず鉛標的についての結果を述べる。ラスター面積は 9 mm2 である。接触熱コンダクタン
スは典型的な値 0.1 W/(mm2 ·K)とそれより一桁小さい値の二通りで計算した。ビーム強度
を変えながら熱計算を行った。細かい条件は表 4.1に示す。

表 4.1: ANSYS で行った図 4.8 の熱計算の条件。マルチフォイル用標的ホルダーにおける鉛
シングル標的の熱計算。

標的 208Pb

ビーム強度 変数
標的厚さ 200 mg/cm2

ラスター面積 9 mm2

冷媒温度 15 K

標的-標的ホルダー間の接触熱コンダクタンス 変数
標的ホルダーの材質 アルミ
4.2 GeVの電子一個が標的に落とすエネルギーの平均 0.118 MeV/(100 mg/cm2)

結果は図 4.8に示すとおりである。15 µAの電子ビームを当てても融点までに十分な余裕が
あることが分かった。25 µAの電子ビームを当てても融点までに 100 K程度の余裕があるこ
とが分かった。

図 4.8: 208Pbでのマルチフォイル表標的ホルダーでの熱計算結果。計算条件は表 4.1に示す。
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次は 7Li標的についての熱計算の結果を述べる。ラスターはなし、接触熱コンダクタンスは
典型的な値 0.1 W/(mm2 ·K)とそれより一桁小さい値の二通りで計算した。ビーム強度を変
えながら熱計算を行った。細かい条件は表 4.2に示す。

表 4.2: ANSYSで行った図 4.9の熱計算の条件。マルチフォイル用標的ホルダーにおける 7Li

マルチフォイル標的の熱計算。
標的 7Li

ビーム強度 変数
標的厚さ 100 mg/cm2

ラスター面積 なし
冷媒温度 15 K

標的-標的ホルダー間の接触熱コンダクタンス 変数
標的ホルダーの材質 アルミ
4.2 GeVの電子一個が標的に落とすエネルギーの平均 0.149 MeV/(100 mg/cm2)

結果は図 4.8に示すとおりである。ラスターを用いずとも、加速器の最大強度 100 µAを当
てても融点に十分余裕があることが分かった。

図 4.9: 7Liでのマルチフォイル表標的ホルダーでの熱計算結果。計算条件は表 4.2に示す。
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第 5章 まとめと今後の課題

最後に、本論文のまとめと、今後の課題について述べる。

5.1 まとめ
我々はアメリカジェファーソン研究所 (JLab)において、幅広い質量領域の標的を用いた、シ
ングル Λ ハイパー核欠損質量分光実験を行う予定である。本研究では、標的システムのデザ
インについて、コンピューターシミュレーションを行い検討を行った。
ビーム方向に複数枚の標的を並べ、標的を厚くすることによるエネルギーストラグリングへ
の悪影響を抑えることができるマルチフォイル標的について、分解能と収量の見積もりを行っ
た。標的を置く位置のｚ座標が広がることによる分解能・収量への悪影響が考えられるためで
ある。Geant4シミュレーションにより、マルチフォイル標的を用いることによる分解能への
悪影響は小さいことが分かった。また、アクセプタンスについても Geant4シミュレーション
を行い、ｚ方向にずれた位置に標的を置くことによるアクセプタンス減少の効果は小さいこと
が分かった。散乱電子側はほぼ違いがない。生成Ｋ中間子側は z=0 cmに標的を置いた時のア
クセプタンスに対し、10 cm下流に置いたときは 108 %、10 cm上流に置いたときは 94 %に
なる。
JLabの CEBAFの電子ビームは高強度 (∼ 100 µA)かつ細い (∼ ϕ100 µm)ため標的に高
密度の熱が発生し標的が融解する危険性がある。融点が低く熱伝導率が小さい鉛標的につい
て、三次元有限要素法ソフトウェア ANSYSを用いた熱計算を行い、接触熱コンダクタンスが
想定した値（0.1 W/(mm2 ·K)）より二桁小さくなっても、ラスターの面積が 16 mm2 あれ
ば、25 µAの電子ビームを当てても融点まで余裕があることが分かった。
また、マルチフォイルを想定したターゲットフレームのモデリングを行い、鉛と 7Liについ
て熱計算を行った。鉛については、ラスター面積 9 mm2 の条件では、25 µAの電子ビームを
当てても融点まで余裕があることが分かった。7Liはラスターを行わなくても CEBAFの最大
強度 100 µAを当てても融点まで十分な余裕があることが分かった。

5.2 今後の課題
本研究に続き、固体標的フレームの設計・製作について、以下のことが必要である。

• 接触熱コンダクタンスの値は固体の表面状態によるためシミュレーションのみでは見積
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もることが難しい。そこで、実際に接触熱コンダクタンスを測定する実験を行い、熱的
に安全な実験を行える条件を探す必要がある。コントロールできる部分で重要なのは標
的の標的フレームへの固定方法（接触部分にかかる圧力）と、標的と標的フレーム間に
塗るグリスである。これらを複数通り試し接触熱コンダクタンスを測定する。

• 標的フレームの設計について、固体標的部分だけでなく、気体標的・モーター・冷媒な
どを含めた標的システム全体のより現実的な設計が必要である。

上記の研究の成果をもとに、JLab Target Group と協力して今後、本実験用標的の詳細設
計を進める予定である。
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計算に用いた接触熱コンダクタンスの値は 0.1 W/(mm2 ·K)である。

表 A.1: 6Li

標的 冷媒温度 [K] ラスター面積 ビーム強度 [µA] 最大温度 [K] 融点 [K]

6Li 303 なし 50 345 454
6Li 303 なし 100 397 454
6Li 303 1.5× 1.5 mm2 50 321 454
6Li 303 1.5× 1.5 mm2 100 339 454
6Li 15 なし 50 62 454
6Li 15 なし 100 108 454
6Li 15 1.5× 1.5 mm2 50 33 454
6Li 15 1.5× 1.5 mm2 100 51 454

表 A.2: 7Li

標的 冷媒温度 [K] ラスター面積 ビーム強度 [µA] 最大温度 [K] 融点 [K]

7Li 303 なし 50 348 454
7Li 303 なし 100 394 454
7Li 303 1.5× 1.5 mm2 50 320 454
7Li 303 1.5× 1.5 mm2 100 337 454
7Li 15 なし 50 60 454
7Li 15 なし 100 106 454
7Li 15 1.5× 1.5 mm2 50 32 454
7Li 15 1.5× 1.5 mm2 100 48 454
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表 A.3: 11B

標的 冷媒温度 [K] ラスター面積 ビーム強度 [µA] 最大温度 [K] 融点 [K]

11B 303 なし 50 550 2350
11B 303 なし 100 798 2350
11B 15 なし 50 265 2350
11B 15 なし 100 514 2350

表 A.4: 12C (グラファイト)

標的 冷媒温度 [K] ラスター面積 ビーム強度 [µA] 最大温度 [K] 融点 [K]

12C 303 なし 50 430 3643
12C 303 なし 100 558 3643
12C 15 なし 50 142 3643
12C 15 なし 100 270 3643

表 A.5: 27Al

標的 冷媒温度 [K] ラスター面積 ビーム強度 [µA] 最大温度 [K] 融点 [K]

27Al 303 なし 50 386 934
27Al 303 なし 100 469 934
27Al 15 なし 50 98 934
27Al 15 なし 100 181 934

表 A.6: 40Ca

標的 冷媒温度 [K] ラスター面積 ビーム強度 [µA] 最大温度 [K] 融点 [K]

40Ca 303 なし 50 365 1115
40Ca 303 なし 75 397 1115
40Ca 303 なし 100 431 1115
40Ca 15 なし 75 104 1115
40Ca 15 なし 100 134 1115

表 A.7: 48Ca

標的 冷媒温度 [K] ラスター面積 ビーム強度 [µA] 最大温度 [K] 融点 [K]

48Ca 303 なし 50 364 1115
48Ca 303 なし 75 395 1115
48Ca 303 なし 100 429 1115
48Ca 15 なし 75 102 1115
48Ca 15 なし 100 131 1115
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